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Ｂから連絡を受けたＸの代表取締役であるＤは、2009 年 2 月 5 日（現地日）に東京都千
代田区にあるＹの日本支店を訪れ、同支店の従業員であるＥに事情を説明し、Ｂを搭乗させ





よる精神的損害の慰謝料等及びその他経費等を含めて合計 133 万 9639 円の損害が発生した
として、その損害の賠償を求めて東京簡易裁判所に訴えを提起した。 
 











































３ 解 説 
⑴ 問題の所在 
本件東京簡易裁判所判決（以下、「本判決」という。）において争点となっている国際裁判
































本判決においても引用されているマレーシア航空事件（最高裁昭和 56 年 10 月 16 日第二小
法廷判決・民集 35 巻 7 号 1224 頁）である 8)。以下において国際裁判管轄に関して重要な判
外国の空港の搭乗カウンターで行われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法 石川 光晴 79 
例・裁判例であるマレーシア航空事件、わが国の裁判所に国際裁判管轄を認めることが当事
者間の公平、裁判の適正・迅速に反する「特段の事情」があるとして、わが国の国際裁判管
轄を否定した遠東航空事件（東京地裁昭和 61 年 6 月 20 日中間判決判時 1196 号 87 頁、判
タ 604 号 138 頁）、最高裁としてはじめて「特段の事情」論を採用したドイツ車預託金事件







たとして名古屋地方裁判所に訴訟を提起したという事案である。第 1 審（名古屋地判昭和 54




















土地管轄に関する規定、たとえば、被告の居所（民訴法 2 条〔現 4 条 2 項〕）、法人その他の
団体の事務所または営業所（同 4 条〔現 4 条 4 項・5 項〕、義務履行地（同 5 条〔現 5 条 1
号〕）、被告の財産所在地（同 8 条〔現 5 条 4 号〕）、不法行為地（同 15 条〔現 5 条 9 号〕）、





































































これに対してＸが控訴したところ、原審（東京高判平成 5 年 5 月 31 日）は、本件契約の
準拠法が日本法とする黙示の合意があったことを認め、Ｘの本店があるわが国に裁判管轄が
生じるとする一方で、Ｙがフランクフルト市内に住所を有しており、ドイツ民訴法上も裁判




















































 通則法第 17 条の原則的な連結点である「加害行為の結果が発生した地」の解釈について
は、「加害行為によって直接の法益侵害の結果が現実に発生した地」であると解されてい













 法務省は、平成 22 年 3 月 2 日、第 174 回通常国会に民事訴訟法及び民事保全法の一部を
改正する法律案を提出した 19)。右法案は、これまでわが国に存在しなかった国際裁判管轄関
係の規定を新設するための法案であり、とくに第 3 条の 9 において「特段の事情（法案上は
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「特別の事情による訴えの却下」）」に関する規定が置かれている。紙幅の関係上、本稿では
改正法案の第 3 条の 9 のみ、取り上げておくことにしたい。 
 























起することについて過大な負担を課することにならないことの 3 点である。 
 ところで、本件被告は東京都千代田区に日本支店を有しており、かつ日本における代表者
が定められている。この事実をマレーシア航空事件に当てはめた場合、少なくともわが国の
民訴法第 4 条 5 項の規定する外国法人等の普通裁判籍が日本に存在することになるため、わ











性は否定すべき事案であると思われる。さらに、民訴法 5 条 9 号の規定する不法行為に関す
る特別裁判籍については、結果発生地も含まれると解するのであれば、（これについてはさら
なる検討を要するとしても）認められる余地はあろう 22)。 








































巻 1 号 41 頁に接した。 
 
（判決文全文） 




原 告        株式会社 Ｘ 
代表者代表取締役   甲山 太郎 
被 告 シンガポール・エアラインズ・リミテッド 
日本における代表者  乙川 一郎 
訴訟代理人弁護士   山下  淳 






被告は、原告に対し、133 万 9639 円及びこれに対する平成 21 年 10 月 31 日から支払い済
みまで年 12 パーセントの割合による金員を支払え。 







同金額及びこれに対する訴状送達の日の翌日である平成 21 年 10 月 31 日から支払い済みま
で年 12 パーセントの割合による遅延損害金の支払いを求める事案である。 
１ 争いのない事実等 
⑴ B 氏は、2009 年 2 月 3 日（現地日）、バングラディッシュにおいて、ダッカ発 SQ435
便、シンガポール乗換 SQ12 便（平成 21 年 2 月 4 日午後 5 時 20 分成田国際空港着）の
航空券を購入した。 
⑵ Ｂ氏がダッカ発 SQ435 便に搭乗するため、ダッカ国際空港の搭乗手続カウンターで
搭乗手続を行った際、空港職員とＢ氏との間で概ね次のようなやり取りがあった。 
  ア 空港職員は、Ｂ氏に対し、ビザが本物か偽物か判別できないので搭乗券は出せない
と言った。 
  イ 同カウンターの１人であったＣは、「50,000TAKA（バングラディッシュの通貨）払
えば搭乗券を出してやる。」と言った。 
  ウ その後、約２時間程度、押し問答となったが、カウンター席にいた他の職員は、誰
もＢ氏を助けなかった。 
⑶ 2009 年 2 月 3 日（現地日）、Ｂ氏はダッカ発 SQ435 便に搭乗できなかった。 
⑷ 原告の代表取締役甲山太郎（以下「甲山」という。）は、平成 21 年 2 月 5 日、被告の
有楽町事務所に赴き、2009 年 2 月 5 日（現地日）、Ｂ氏がダッカ発 SQ435 便に搭乗で
きるよう要望した。同事務所では、被告の社員であるＥ（以下「Ｅ」という。）が対応し
た。 




「東京都千代田区有楽町一丁目 10 番１号有楽町ビルヂング」である。 
⑺ 原告は、「埼玉県戸田市笹目八丁目１番７号」に本店を有する株式会社である。 
２ 本案前の争点 
  本件訴えについて、我が国に国際裁判管轄があるか。 
３ 本案前の争点に関する当事者の主張 
⑴ 被告の主張 
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   本件訴えは、以下の理由により、日本国に国際裁判管轄がない。 









  (ｲ)  被告は、シンガポールに本拠を有する外国法人であり、被告の経済活動の本拠地は 
シンガポールにある。 
  (ｳ) 証拠方法が日本国よりもバングラディッシュに集中している。 
  (ｴ)  被告は、航空運送契約の当事者であるＢ氏に訴えを提起されることは予測できたと
しても、同契約の当事者ではなく、しかも日本に本店所在地のある原告から訴えを提
起されることは通常予測できない。 
  (ｵ)  被告は、バングラディッシュにおいてＢ氏を搭乗拒否したのであって、日本におい
て損害の発生することは通常予見できないことから、不法行為地であるバングラディ
ッシュの法が準拠法となる（法の適用に関する通則法 17 条但書き）。 
⑵ 原告の主張 
   本件訴えについては、以下の理由により日本国の国際裁判管轄がある。 
  (ｱ)  被告の経済活動の本拠地はシンガポールではあるが、国際便を運行している以上、 
全ての乗客は多国間を移動するのであり、運行管理の責任も多国に及ぶ。 
  (ｲ)  証拠方法の集中地はダッカ国際空港であるが、被告の運航管理責任は、どの国の国 
際空港でも同一である。 
  (ｳ) 被告は、日本で訴訟が提起されることについての予見可能性を否定するが、次の理 
由で、被告には予見可能性があった。 
   ① Ｂ氏は、2009 年 2 月 3 日（現地日）、ダッカ発 SQ435 便への搭乗手続の際、ビ
ザを提示し、日本に行く目的、日程等を説明した。 
   ② 平成 21 年 2 月 5 日、甲山は、有楽町の被告事務所において、Ｅに対し、事情を
説明し、Ｂ氏の再搭乗手続を申し入れた。 




外国の空港の搭乗カウンターで行われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法 石川 光晴 89 
































（最高裁昭和 55 年（オ）第 130 号同 56 年 10 月 16 日第二小法廷判決・民集 35 巻７
号 1224 頁）。そして我が国の民事訴訟法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内にあ
るときは、原則として、我が国の裁判所に提起された訴訟事件につき、被告を我が国
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の裁判権に服させるのが相当であるが、我が国で裁判を行うことが当事者間の公平、
裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情があると認められる場合に
は、我が国の国際裁判管轄を否定すべきである（最高裁平成５年（オ）第 1660 号同 9



























2） 小林他・前掲注 1）35 頁以下参照。 
3） 国際裁判管轄に関するわが国の判例及び裁判例について「特段の事情」を中心に分析、検討したも
のとして、河野俊行＝早川吉尚＝高畑博文「国際裁判管轄に関する判例の機能的分析――『特段の事
情』を中心として」NBL890 号 72 頁がある。右論文は国際裁判管轄における「特段の事情」につい
て判示された事件を網羅的に分析・検討するものであり、国際裁判管轄における特段の事情を検討す
る上で極めて重要な文献である。 




5） 小林他・前掲注 1）36 頁以下、石黒一憲「渉外訴訟における訴え提起－国際裁判管轄に重点を置
きつつ－」『講座民事訴訟②訴訟の提起』（弘文堂、1984）27 頁。 
6） 国際裁判管轄に関しては、現在開会中である第 174 回通常国会に「民事訴訟法及び民事保全法の
一部を改正する法律案」が提出されている。これについては本稿 4(5)を参照。 
7） 国際裁判管轄に関する学説については、新堂幸司＝小島武司編『注釈民事訴訟法⑴』（有斐閣、1991）



















を検討し、わが国の裁判所に国際裁判管轄ありと判断した裁判例として、東京地裁昭和 59 年 3 月 27
日中間判決判時 1113 号 26 頁、東京地裁昭和 57 年 9 月 27 日中間判決判時 1075 号 137 頁、判タ 487
号 167 頁がある。 
11）最高裁平成 9 年 11 月 11 日第三小法廷判決（民集 51 巻 10 号 4055 頁、判時 1626 号 74 頁、判タ
960 号 102 頁）。本件最高裁判決の評釈・解説として、孝橋宏・最高裁判所判例解説民事篇平成９年
（下）1320 頁、同孝橋・ジュリ 1133 号 182 頁、同孝橋・曹時 52 巻 4 号 246 頁、高田裕成・国際
私法判例百選［新法対応補正版］168 頁、道垣内正人・ジュリ 1133 号 213 頁、海老沢美広・ジュリ
1135 号 288 頁、安達栄司・NBL662 号 67 頁、野村美明・リマークス 1999 年（上）160 頁、中野俊
一郎・法教 213 号 125 頁、横溝大・法協 117 巻 9 号 1356 頁、竹下守夫＝村上正子・判タ 979 号 19
頁、山本和彦・民商 119 巻 2 号 267 頁を参照。 
12）小林他・前掲注１）50 頁。 
13）野村・前掲注11）162 頁、海老沢・前掲注11）288 頁以下、道垣内・前掲注11）214 頁以下、安達・
前掲注11）70 頁以下。判旨に賛成するのは、竹下＝村上・前掲注11）22 頁以下、山本・前掲注11）
92  嘉悦大学研究論集 第53巻第1号通巻97号 平成22年10月 










頁以下、同編『逐条解説 法の適用に関する通則法』（商事法務、2009）192 頁以下、神前禎『解説 
法の適用に関する通則法 新しい国際私法』（弘文堂、2006）115 頁。旧法例における隔地的不法行
為に関する議論については、溜池良夫『国際私法講義［第 3 版］』（有斐閣、2005）394 頁以下、山
田遼一、『国際私法〔第 3 版〕』（有斐閣、2004）366 頁を参照。 
15）小出編・前掲『一問一答』99 頁、同編・前掲『逐条解説』193 頁、神前・前掲注 14）118 頁、澤
木敬郎＝道垣内正人『国際私法入門〔第６版〕』（有斐閣、2006）235 頁以下、櫻田嘉章『国際私法〔第
５版〕』（有斐閣、2006）230 頁以下、廣江・前掲注 9)226 頁、松岡博『国際関係私法入門〔第 2 版〕』
（有斐閣、2009）120 頁以下を参照。 
16）小出編・前掲『一問一答』100 頁、同編・前掲『逐条解説』194 頁。 
17）小出編・前掲『一問一答』100 頁以下、同編・前掲『逐条解説』194 頁。また、神前・前掲注 14）








して通則法第 17 条が規定されたというものである。 







20）国際裁判管轄における民訴法 4 条 5 項の解釈については、秋山＝伊藤他・前掲注 8）81 頁、外国
の社団・財団の普通裁判籍については、野村美明「法人その他の社団・財団の管轄権」高桑明＝道垣
内正人編『新・裁判実務体系 3 国際民事訴訟法（財産法関係）』（青林書院、2002）61 頁以下、外
国の社団・財団の事務所・営業所がわが国にある場合の民訴法 5 条 5 号の特別裁判籍については、野
外国の空港の搭乗カウンターで行われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法 石川 光晴 93 
村美明「事務所・営業所の管轄権」同書 69 頁以下を参照。修正類推説は、民訴法 4 条 5 項の類推を
認めず、日本の営業所の業務に関連する場合に限り認める（池原季雄「国際的裁判管轄権」『新実務
民事訴訟講座 7』（日本評論社、1982）23 頁、道垣内正人「国際裁判管轄」高桑明＝道垣内正人編『新・
裁判実務体系 3 国際民事訴訟法（財産法関係）』（青林書院、2002）44 頁、石川＝小島・前掲注 7）
44 頁等）と解するが、これについて、秋山＝伊藤他・前掲注 8）81 頁は、結局、民訴法「5 条 5 号
の特別裁判籍と重複する」と指摘する。判例・裁判例は、「マレーシア航空事件をはじめとして、そ





















（平成 22 年 5 月 25 日受付、平成 22 年 7 月 23 日再受付） 
 
 
 
